
函館市生活支援体制整備事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，介護保険法（平成９年法律第１２３号。）第１１５ 

条の４５第２項第５号に規定する地域支援事業のうち，被保険者の地

域における自立した日常生活の支援および要介護状態または要支援状

態（以下「要介護状態等」という。）となることの予防または要介護 

状態等の軽減もしくは悪化の防止に係る体制の整備その他のこれらを

促進する事業（以下「生活支援体制整備事業」という。）の実施につ 

いて，必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 生活支援体制整備事業は，単身や夫婦のみの高齢者世帯および

認知症の高齢者が増加する中，医療および介護のサービス提供のみな

らず，函館市（以下「市」という。）が中心となって，地域包括ケア 

システムの構築のため，高齢者の生活支援および介護予防サービス 

（以下「生活支援等サービス」という。）を担う多様な事業主体と連 

携しながら，地域資源の開発による支援体制の充実・強化および高齢

者の社会参加の推進を一体的に図っていくことを目的とする。  

（実施主体） 

第３条 生活支援体制整備事業の実施主体は，市とする。ただし，生活

支援体制整備事業の一部を，適切，公正，中立的かつ効率的に実施 

することができると認める者に委託することができる。  

（事業内容） 

第４条 生活支援体制整備事業の基本的な内容は，次に掲げるものとす

る。 

(1) 生活支援コーディネーターの配置 

市は，地域における住民主体の助け合い活動を促進する仕組みお 

よび高齢者の社会参加を促進する仕組みの創出ならびに充実のため, 

生活支援コーディネーター（以下「コーディネーター」という。）を 

配置する。 



ア コーディネーターの役割 

(ｱ) 地域におけるネットワークを構築すること。 

(ｲ) 住民主体の助け合い活動等（住民主体の助け合い活動および

高齢者の社会参加をいう。以下同じ。）の重要性についての普 

及啓発をすること。 

(ｳ) 住民主体の助け合い活動等の担い手となるボランティアの発

掘および養成をすること。 

   (ｴ) 地域における高齢者の支援体制および社会参加に関するニー

ズと地域資源の把握および課題を抽出すること。  

   (ｵ) 住民主体の助け合い活動等の仕組みの創出および充実を図る

こと。 

   (ｶ) 市全体の地域課題に関する情報の共有および当該地域課題に

ついての協議をすること。 

  イ 活動区域と配置人数 

   (ｱ) 函館市全域（以下「第１層」という。）   １人以上 

(ｲ) 各日常生活圏域（以下「第２層」という。） １人以上 

 (2) 協議体の設置 

市は，コーディネーターの活動を支援し，地域における住民主体

の助け合い活動等の仕組みを共に創出および充実させるため，第１

層および第２層に協議体を設置する。 

  ア 協議体の役割 

   (ｱ) 目指す地域像の意識の統一に関すること。 

   (ｲ) 関係者間の情報交換等に関すること。 

   (ｳ) 地域におけるニーズの把握および課題に関すること。  

   (ｴ) 住民主体の助け合い活動等の創出および充実に関すること。 

   (ｵ) コーディネーターの組織的な補完に関すること。  

イ 協議体の委員および構成員等 

(ｱ) 第１層の協議体 

a  協議体の委員は，次に掲げる団体等をもって構成し，市長

が指定する。 



(a) 第１層コーディネーター 

(b) 学識経験を有する者 

(c) 社会福祉協議会，地縁団体，ボランティア団体，介護サ

ービス事業者，シルバー人材センター等の生活支援等サー

ビスに関連する事業主体 

(d) その他市長が必要と認める者 

b  委員の任期は，３年とする。ただし，その再任を妨げない｡ 

c 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は，前任者の 

残任期間とする。 

      d 会長および副会長は，委員の互選により定める。 

e 会長は，協議体を代表し，会務を総理する。 

f 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときは，その

職務を代理する。 

   (ｲ) 第２層の協議体 

         a  協議体の構成員は，次に掲げる団体等をもって構成する。 

     (a) 第２層コーディネーター  

(b) 地域における住民主体の助け合い活動等の仕組みを創出

および充実させるために必要な団体等 

(c) その他第２層コーディネーターが必要と認める者  

  ウ 会議 

    (ｱ) 第１層の協議体 

a  名称は，函館市地域支え合い推進協議体とする。 

     b 会長が招集し，開催する。なお，委員の半数以上が出席し

なければ開催することができない。また，会長が必要と認 

めるときは，会議に委員以外の者の出席を求め，その意見 

または説明を聴くことができる。 

   (ｲ) 第２層の協議体     

函館市地域ケア会議推進事業実施要綱（平成２６年１０月２９ 

    日施行）に規定する地域課題の検討を行う地域ケア会議を活用 

し，必要に応じ開催する。 



  エ その他 

     協議体の庶務は，保健福祉部において処理する。 

（秘密の保持） 

第５条 コーディネーターおよび協議体の委員および構成員は，コーデ

ィネーターの業務および協議体を通じて知り得た秘密を他に漏らして

はならない。また，その職を退いた後も同様とする。  

（補則） 

第６条 この要綱に定めるもののほか，体制整備事業の実施に関し必要

な事項は，市長が別に定める。 

   附 則   

 この要綱は，平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則   

 この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和７年４月１日から施行する。 


